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香芝市附属機関設置条例等の一部を改正する条例 新旧対照表（第１条関係） 

改  正  案 

○香芝市附属機関設置条例 

 

別表第１（第２条、第３条関係） 
 市長の附属機関 

名称 担任する事項 委員の定数 委員の選任基準 委員の任期 

香芝市職員任用試験

委員会 

職員の採用及び昇任に関し必

要な競争試験又は選考、任用

候補者名簿の作成等に関する

事項 

15人以内 市の職員 

識見を有する者 

審査期間 

香芝市都市経営市民

会議 

総合計画及び行財政改革に関

し必要な調査審議に関する事

項 

15人以内 識見を有する者 

関係団体が推薦する者 

市民 

審査期間 

香芝市指定管理者選

定委員会 

公の施設における指定管理者

の候補者の選定に関する事項 

10人以内 識見を有する者 

市の職員 

その他市長が必要と認める者 

審査期間 

香芝市公共施設マネ

ジメント推進委員会 

公共施設に関する基本方針及

び計画の策定並びに公共施設

の管理の最適化その他のマネ

ジメントの推進に関し必要な

調査審議に関する事項 

５人以内 識見を有する者 

市民 

その他市長が必要と認める者 

２年 

香芝市プロポーザル

審査委員会 

プロポーザル方式による受託

候補者の選定に関する事項 

10人以内 識見を有する者 

市の職員 

その他市長が必要と認める者 

審査期間 

香芝市まちづくり提

案活動支援事業審査

委員会 

まちづくり提案活動支援事業

補助金の対象となる事業につ

いての審査及び評価に関する

事項 

５人以内 識見を有する者 

その他市長が必要と認める者 

３年 

香芝市男女共同参画

推進委員会 

男女共同参画に関する計画の

策定及び当該計画の推進に関

し必要な調査審議に関する事

項 

12人以内 識見を有する者 

関係団体が推薦する者 

関係行政機関の職員 

その他市長が必要と認める者 

２年 

香芝市商工振興協議

会 

商工業の振興についての審議

に関する事項 

13人以内 商工業関係者 

農業関係者 

識見を有する者 

市の職員 

２年 

香芝市子ども・子育

て会議 

子ども・子育て支援に係る施

策の総合的かつ計画的な推進

に関し必要な事項及び当該施

策の実施状況についての調査

審議に関する事項 

15人以内 識見を有する者 

市民 

市の職員 

その他市長が必要と認める者 

３年 

香芝市保育事業者選

定委員会 

公募による新規保育所等設置

運営事業者、公設民営化によ

る運営委託事業者及び公立保

育所民営化による移管先事業

者の審査及び選定に関する事

項 

６人以内 識見を有する者 

関係団体が推薦する者 

関係行政機関の職員 

その他市長が必要と認める者 

審査期間 

香芝市地域福祉計画

策定委員会 

地域福祉計画の策定及び当該

計画の推進に関し必要な調査

審議に関する事項 

15人以内 識見を有する者 

関係団体が推薦する者 

市民 

その他市長が必要と認める者 

審査期間 

香芝市障害者計画等

策定委員会  

障害者計画及び障害福祉計画 

  の策定についての調査審

議に関する事項 

15人以内 識見を有する者 

関係団体が推薦する者 

関係行政機関の職員 

その他市長が必要と認める者 

審査期間 
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現     行 

○香芝市附属機関設置条例 

 

別表第１（第２条、第３条関係） 
 市長の附属機関 

名称 担任する事項 委員の定数 委員の選任基準 委員の任期 

香芝市職員任用試験

委員会 

職員の採用及び昇任に関し必

要な競争試験又は選考、任用

候補者名簿の作成等に関する

事項 

15人以内 市の職員 

識見を有する者 

審査期間 

香芝市都市経営市民

会議 

総合計画及び行財政改革に関

し必要な調査審議に関する事

項 

15人以内 識見を有する者 

関係団体が推薦する者 

市民 

審査期間 

香芝市指定管理者選

定委員会 

公の施設における指定管理者

の候補者の選定に関する事項 

10人以内 識見を有する者 

市の職員 

その他市長が必要と認める者 

審査期間 

香芝市公共施設マネ

ジメント推進委員会 

公共施設に関する基本方針及

び計画の策定並びに公共施設

の管理の最適化その他のマネ

ジメントの推進に関し必要な

調査審議に関する事項 

５人以内 識見を有する者 

市民 

その他市長が必要と認める者 

２年 

香芝市プロポーザル

審査委員会 

プロポーザル方式による受託

候補者の選定に関する事項 

10人以内 識見を有する者 

市の職員 

その他市長が必要と認める者 

審査期間 

香芝市まちづくり提

案活動支援事業審査

委員会 

まちづくり提案活動支援事業

補助金の対象となる事業につ

いての審査及び評価に関する

事項 

５人以内 識見を有する者 

その他市長が必要と認める者 

３年 

香芝市男女共同参画

推進委員会 

男女共同参画に関する計画の

策定及び当該計画の推進に関

し必要な調査審議に関する事

項 

12人以内 識見を有する者 

関係団体が推薦する者 

関係行政機関の職員 

その他市長が必要と認める者 

２年 

香芝市商工振興協議

会 

商工業の振興についての審議

に関する事項 

13人以内 商工業関係者 

農業関係者 

識見を有する者 

市の職員 

２年 

香芝市子ども・子育

て会議 

子ども・子育て支援に係る施

策の総合的かつ計画的な推進

に関し必要な事項及び当該施

策の実施状況についての調査

審議に関する事項 

15人以内 識見を有する者 

市民 

市の職員 

その他市長が必要と認める者 

３年 

香芝市保育事業者選

定委員会 

公募による新規保育所等設置

運営事業者、公設民営化によ

る運営委託事業者及び公立保

育所民営化による移管先事業

者の審査及び選定に関する事

項 

６人以内 識見を有する者 

関係団体が推薦する者 

関係行政機関の職員 

その他市長が必要と認める者 

審査期間 

香芝市地域福祉計画

策定委員会 

地域福祉計画の策定及び当該

計画の推進に関し必要な調査

審議に関する事項 

15人以内 識見を有する者 

関係団体が推薦する者 

市民 

その他市長が必要と認める者 

審査期間 

香芝市障がい者計画

等策定委員会 

障がい者計画及び障がい福祉

計画の策定についての調査審

議に関する事項 

15人以内 識見を有する者 

関係団体が推薦する者 

関係行政機関の職員 

その他市長が必要と認める者 

審査期間 
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改  正  案 

 香芝市障害者福祉施

設等事業者選定委員

会  

障害者福祉施設等の 民営化

による移管先事業者及び公設

民営化による運営委託事業者

並びに公募による障害者福祉

施設等設置運営事業者 の審

査及び選定に関する事項 

８人以内 識見を有する者 

関係団体が推薦する者 

市の職員 

その他市長が必要と認める者 

審査期間 

香芝市地域包括支援

センター運営等協議

会 

地域包括支援センターの設置 

、運営、評価等及び地域密着

型サービスの運営に関し必要

な調査審議に関する事項 

18人以内 介護サービス等に係る事業者

又は職能関係団体が推薦する

者 

介護保険の被保険者 

介護保険の被保険者の権利擁

護又は相談に携わる者 

識見を有する者 

その他市長が必要と認める者 

３年 

香芝市老人福祉施設

等整備審査委員会 

介護保険事業計画及び高齢者

福祉計画に基づく地域密着型

サービス事業者の審査及び選

定並びに奈良県が募集する介

護老人福祉施設等に係る事業

者の審査及び選考に関する事

項 

７人以内 関係団体が推薦する者 

識見を有する者 

市の職員 

その他市長が必要と認める者 

審査期間 

香芝市介護保険事業

計画等策定委員会 

介護保険事業計画及び高齢者

福祉計画の策定についての審

議に関する事項 

18人以内 識見を有する者 

関係団体が推薦する者 

介護保険の被保険者 

その他市長が必要と認める者 

審査期間 

香芝市老人ホーム入

所判定委員会 

老人福祉法（昭和38年法律第

133号）に基づく養護老人ホー

ム及び特別養護老人ホームへ

の入所措置並びに当該措置の

継続及び変更等の要否につい

ての審議に関する事項 

７人以内 医師 

関係団体が推薦する者 

市の職員 

その他市長が必要と認める者 

２年 

香芝市予防接種健康

被害等調査委員会 

予防接種法（昭和23年法律第

68号）に基づき実施した予防

接種により生じた健康被害等

に関し必要な調査審議に関す

る事項 

10人以内 医師 

識見を有する者 

市の職員 

その他市長が必要と認める者 

審査期間 

香芝市都市計画マス

タープラン策定委員

会 

都市計画マスタープラン策定

についての調査審議に関する

事項 

７人以内 識見を有する者 

関係団体が推薦する者 

関係行政機関の職員 

その他市長が必要と認める者 

審査期間 

香芝市空家等対策推

進協議会 

空家等対策計画の策定及び当

該計画の推進に係る必要な調

査審議に関する事項 

13人以内 識見を有する者 

市民 

その他市長が必要と認める者 

２年 

香芝市バリアフリー

推進協議会 

バリアフリー基本構想の進捗

状況の点検及び評価並びに当

該基本構想の推進方策の検討

に関する事項 

25人以内 識見を有する者 

関係団体が推薦する者 

市民 

関係行政機関の職員 

その他市長が必要と認める者 

２年 

香芝市みどりの基本

計画策定委員会 

みどりの基本計画の策定につ

いての調査審議に関する事項 

10人以内 識見を有する者 

関係団体が推薦する者 

関係行政機関の職員 

その他市長が必要と認める者 

審査期間 

香芝市立地適正化計 立地適正化計画の策定につ 14人以内 識見を有する者 審査期間 
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現     行 

 香芝市障がい者福祉

施設等事業者選定委

員会 

障がい者福祉施設等の民営化

による移管先事業者及び公設

民営化による運営委託事業者

並びに公募による障がい者福

祉施設等設置運営事業者の審

査及び選定に関する事項 

８人以内 識見を有する者 

関係団体が推薦する者 

市の職員 

その他市長が必要と認める者 

審査期間 

香芝市地域包括支援

センター運営等協議

会 

地域包括支援センターの設置 

、運営、評価等及び地域密着

型サービスの運営に関し必要

な調査審議に関する事項 

18人以内 介護サービス等に係る事業者

又は職能関係団体が推薦する

者 

介護保険の被保険者 

介護保険の被保険者の権利擁

護又は相談に携わる者 

識見を有する者 

その他市長が必要と認める者 

３年 

香芝市老人福祉施設

等整備審査委員会 

介護保険事業計画及び高齢者

福祉計画に基づく地域密着型

サービス事業者の審査及び選

定並びに奈良県が募集する介

護老人福祉施設等に係る事業

者の審査及び選考に関する事

項 

７人以内 関係団体が推薦する者 

識見を有する者 

市の職員 

その他市長が必要と認める者 

審査期間 

香芝市介護保険事業

計画等策定委員会 

介護保険事業計画及び高齢者

福祉計画の策定についての審

議に関する事項 

18人以内 識見を有する者 

関係団体が推薦する者 

介護保険の被保険者 

その他市長が必要と認める者 

審査期間 

香芝市老人ホーム入

所判定委員会 

老人福祉法（昭和38年法律第

133号）に基づく養護老人ホー

ム及び特別養護老人ホームへ

の入所措置並びに当該措置の

継続及び変更等の要否につい

ての審議に関する事項 

７人以内 医師 

関係団体が推薦する者 

市の職員 

その他市長が必要と認める者 

２年 

香芝市予防接種健康

被害等調査委員会 

予防接種法（昭和23年法律第

68号）に基づき実施した予防

接種により生じた健康被害等

に関し必要な調査審議に関す

る事項 

10人以内 医師 

識見を有する者 

市の職員 

その他市長が必要と認める者 

審査期間 

香芝市都市計画マス

タープラン策定委員

会 

都市計画マスタープラン策定

についての調査審議に関する

事項 

７人以内 識見を有する者 

関係団体が推薦する者 

関係行政機関の職員 

その他市長が必要と認める者 

審査期間 

香芝市空家等対策推

進協議会 

空家等対策計画の策定及び当

該計画の推進に係る必要な調

査審議に関する事項 

13人以内 識見を有する者 

市民 

その他市長が必要と認める者 

２年 

香芝市バリアフリー

推進協議会 

バリアフリー基本構想の進捗

状況の点検及び評価並びに当

該基本構想の推進方策の検討

に関する事項 

25人以内 識見を有する者 

関係団体が推薦する者 

市民 

関係行政機関の職員 

その他市長が必要と認める者 

２年 

香芝市みどりの基本

計画策定委員会 

みどりの基本計画の策定につ

いての調査審議に関する事項 

10人以内 識見を有する者 

関係団体が推薦する者 

関係行政機関の職員 

その他市長が必要と認める者 

審査期間 

香芝市立地適正化計 立地適正化計画の策定につ 14人以内 識見を有する者 審査期間 
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改  正  案 

 画策定委員会 いての調査審議に関する事項  関係団体が推薦する者 

関係行政機関の職員 

その他市長が必要と認める者 
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現     行 

 画策定委員会 いての調査審議に関する事項  関係団体が推薦する者 

関係行政機関の職員 

その他市長が必要と認める者 
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香芝市附属機関設置条例等の一部を改正する条例 新旧対照表（第２条関係） 

改 正 案 現   行 

○香芝市手話言語及び障がいの特性に応じたコミュニケーション

手段に関する条例 

○香芝市手話言語及び障がいの特性に応じたコミュニケーション

手段に関する条例 

  

   香芝市手話言語及び障害の特性に応じたコミュニケーショ

ン手段に関する条例 

   香芝市手話言語及び障がいの特性に応じたコミュニケーシ

ョン手段に関する条例 

目次 目次 

前文 前文 

第１章 総則（第１条―第７条） 第１章 総則（第１条―第７条） 

第２章 手話言語に対する理解の促進（第８条） 第２章 手話言語に対する理解の促進（第８条） 

第３章 障害 の特性に応じたコミュニケーション手段の理解

及び利用の促進（第９条） 

第３章 障がいの特性に応じたコミュニケーション手段の理解

及び利用の促進（第９条） 

附則 附則 

市民誰も が、障害 の有無や障害 の程度にかかわらず、一人

ひとりが尊重され、安心して、生き生きと暮らすことのできるまち

の実現は、市民の共通の願いです。そのためには、お互いを尊重し

ながら意思や感情を伝え合い、理解し合うことが大切です。言語を

始めとしたコミュニケーション手段は、意思疎通を図り、情報を得

る上で、重要な役割を担っています。 

市民だれもが、障がいの有無や障がいの程度にかかわらず、一人

ひとりが尊重され、安心して、いきいきと暮らすことのできるまち

の実現は、市民の共通の願いです。そのためには、お互いを尊重し

ながら意思や感情を伝え合い、理解し合うことが大切です。言語を

始めとしたコミュニケーション手段は、意思疎通を図り、情報を得

る上で、重要な役割を担っています。 

その中でも、手話は、手指や体の動き、表情を使って視覚的に表

現する言語であり、音声言語である日本語と同等の言語であるにも

かかわらず、ろう教育においては、手話の使用が事実上禁じられる

など、長い間、言語として認められず、手話を使用することができ

る環境が整えられていませんでした。その後、平成18年に国際連合

総会において採択され、我が国が平成26年に批准した「障害者の権

利に関する条約」において、手話が言語に含まれることが明記され

その中でも、手話は、手指や体の動き、表情を使って視覚的に表

現する言語であり、音声言語である日本語と同等の言語であるにも

かかわらず、ろう教育においては、手話の使用が事実上禁じられる

など、長い間、言語として認められず、手話を使用することができ

る環境が整えられていませんでした。その後、平成18年に国際連合

総会において採択され、わが国が平成26年に批准した「障害者の権

利に関する条約」において、手話が言語に含まれることが明記され
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ました。また、平成23年に改正された障害者基本法（昭和45年法律

第84号）においては、手話が言語として位置付けられるとともに、

障害者 の意思疎通のための手段の選択の機会が確保されること、

情報の取得や利用のための手段についての選択の機会の拡大が図

られることが定められました。 

ました。また、平成23年に改正された障害者基本法（昭和45年法律

第84号）においては、手話が言語として位置づけられるとともに、

障がい者の意思疎通のための手段の選択の機会が確保されること、

情報の取得や利用のための手段についての選択の機会の拡大が図

られることが定められました。 

そして今日、多様な障害が ある中で、円滑な意思疎通を図るた

めには、手話、要約筆記、点字、音訳、平易な表現など、障害の 

特性に応じたコミュニケーション手段の利用が求められています。

しかしながら、障害の 特性やニーズに応じたコミュニケーション

手段への理解や環境整備が十分に進んでおらず、日常生活や社会生

活を営む上で、不便や不安を抱いている人たちが少なくありませ

ん。このような状況から、全ての障害者  が、必要な情報の取得

や相互理解を深めるためのコミュニケーションを図ることができ

る環境を整備することが必要です。 

そして今日、多様な障がいがある中で、円滑な意思疎通を図るた

めには、手話、要約筆記、点字、音訳、平易な表現など、障がいの

特性に応じたコミュニケーション手段の利用が求められています。

しかしながら、障がいの特性やニーズに応じたコミュニケーション

手段への理解や環境整備が十分に進んでおらず、日常生活や社会生

活を営む上で、不便や不安を抱いている人たちが少なくありませ

ん。このような状況から、すべての障がい者が、必要な情報の取得

や相互理解を深めるためのコミュニケーションを図ることができ

る環境を整備することが必要です。 

香芝市は、手話が言語であることの理解の促進に努めるととも

に、障害 の特性に応じたコミュニケーション手段の普及啓発及び

利用促進を図ることにより、全て の市民が互いに人格と個性を尊

重し、支え合いながら自分らしく豊かに暮らすことができる地域共

生のまちづくりを実現するため、この条例を制定します。 

香芝市は、手話が言語であることの理解の促進に努めるととも

に、障がいの特性に応じたコミュニケーション手段の普及啓発及び

利用促進を図ることにより、すべての市民が互いに人格と個性を尊

重し、支え合いながら自分らしく豊かに暮らすことができる地域共

生のまちづくりを実現するため、この条例を制定します。 

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、手話が言語であること（以下「手話言語」と

いう。）に対する理解の促進並びに障害 の特性に応じたコミュ

ニケーション手段の理解及び利用の促進に関し、基本理念を定

め、市の責務並びに市民及び事業者の役割を明らかにするととも

に、市が実施する施策の推進に必要な基本的事項を定めることに

より、障害 の有無にかかわらず、互いに人格と個性を尊重し、

支え合いながら生きる地域社会を実現することを目的とする。 

第１条 この条例は、手話が言語であること（以下「手話言語」と

いう。）に対する理解の促進並びに障がいの特性に応じたコミュ

ニケーション手段の理解及び利用の促進に関し、基本理念を定

め、市の責務並びに市民及び事業者の役割を明らかにするととも

に、市が実施する施策の推進に必要な基本的事項を定めることに

より、障がいの有無にかかわらず、互いに人格と個性を尊重し、

支え合いながら生きる地域社会を実現することを目的とする。 
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（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。 

(１) 障害者  身体障害、知的障害、精神障害（発達障害  

  を含む。）その他の心身の機能の障害 （以下「障害 」

と総称する。）がある者であって、障害 及び社会的障壁（日

常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会におけ

る事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。以下同じ。）

により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける

状態にあるものをいう。 

(１) 障がい者 身体障がい、知的障がい、精神障がい（発達障

がいを含む。）その他の心身の機能の障がい（以下「障がい」

と総称する。）がある者であって、障がい及び社会的障壁（日

常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会におけ

る事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。以下同じ。）

により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける

状態にあるものをいう。 

(２) 障害の 特性に応じたコミュニケーション手段 手話、触

手話、要約筆記、筆談、字幕、点字、指点字、音訳、拡大文字、

代読、代筆、平易な表現、絵図、記号、身振り、手振り、口話、

透明文字盤、重度障害者用意思伝達装置 その他障害の 特性

に応じて利用される意思等の伝達手段をいう。 

(２) 障がいの特性に応じたコミュニケーション手段 手話、触

手話、要約筆記、筆談、字幕、点字、指点字、音訳、拡大文字、

代読、代筆、平易な表現、絵図、記号、身振り、手振り、口話、

透明文字盤、重度障がい者用意思伝達装置その他障がいの特性

に応じて利用される意思等の伝達手段をいう。 

(３) 合理的配慮 個々の場面において、障害者 から現に社会

的障壁の除去を必要としている旨の表明があった場合に、障害

者 の権利利益を侵害することとならないよう行う必要かつ

適切な現状の変更又は調整であって、その実施に伴う負担が過

重でないものをいう。 

(３) 合理的配慮 個々の場面において、障がい者から現に社会

的障壁の除去を必要としている旨の表明があった場合に、障が

い者の権利利益を侵害することとならないよう行う必要かつ

適切な現状の変更又は調整であって、その実施に伴う負担が過

重でないものをいう。 

（基本理念） （基本理念） 

第３条 手話言語に対する理解の促進は、手話が独自の言語体系を

有する文化的所産であって、ろう者が知的で心豊かな日常生活又

は社会生活を営むために大切に受け継いできた言語であるとの

認識を基本として行われなければならない。 

第３条 手話言語に対する理解の促進は、手話が独自の言語体系を

有する文化的所産であって、ろう者が知的で心豊かな日常生活又

は社会生活を営むために大切に受け継いできた言語であるとの

認識を基本として行われなければならない。 

２ 障害の 特性に応じたコミュニケーション手段の理解及び利 ２ 障がいの特性に応じたコミュニケーション手段の理解及び利
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用の促進は、次に掲げる事項を基本として行われなければならな

い。 

用の促進は、次に掲げる事項を基本として行われなければならな

い。 

(１) 全て の市民が、障害の 有無にかかわらず、相互の違い

を理解し、その人格と個性を互いに尊重すること。 

(１) すべての市民が、障がいの有無にかかわらず、相互の違い

を理解し、その人格と個性を互いに尊重すること。 

(２) 障害者 が情報を取得し、コミュニケーションを図る手段

を自ら選択できる機会の確保が図られること。 

(２) 障がい者が情報を取得し、コミュニケーションを図る手段

を自ら選択できる機会の確保が図られること。 

（市の責務） （市の責務） 

第４条 市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）

にのっとり、手話言語に対する理解の促進並びに障害 の特性に

応じたコミュニケーション手段の理解及び利用の促進を行うた

めに必要な施策を推進しなければならない。 

第４条 市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）

にのっとり、手話言語に対する理解の促進並びに障がいの特性に

応じたコミュニケーション手段の理解及び利用の促進を行うた

めに必要な施策を推進しなければならない。 

２ 市は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者 が障害 の

特性に応じたコミュニケーション手段を利用できるようにする

ために、合理的配慮を行うものとする。 

２ 市は、その事務又は事業を行うに当たり、障がい者が障がいの

特性に応じたコミュニケーション手段を利用できるようにする

ために、合理的配慮を行うものとする。 

３ 市は、第１項の規定による施策の推進について、障害者 その

他の関係者の意見を聴く機会を設けるものとする。 

３ 市は、第１項の規定による施策の推進について、障がい者その

他の関係者の意見を聴く機会を設けるものとする。 

（市民の役割） （市民の役割） 

第５条 市民は、基本理念に対する理解を深めるとともに、手話言

語に対する理解の促進並びに障害 の特性に応じたコミュニケ

ーション手段の理解及び利用の促進に関する市の施策に協力す

るよう努めるものとする。 

第５条 市民は、基本理念に対する理解を深めるとともに、手話言

語に対する理解の促進並びに障がいの特性に応じたコミュニケ

ーション手段の理解及び利用の促進に関する市の施策に協力す

るよう努めるものとする。 

（事業者の役割） （事業者の役割） 

第６条 事業者は、基本理念に対する理解を深めるとともに、手話

言語に対する理解の促進並びに障害 の特性に応じたコミュニ

ケーション手段の理解及び利用の促進に関する市の施策に協力

するよう努めるものとする。 

第６条 事業者は、基本理念に対する理解を深めるとともに、手話

言語に対する理解の促進並びに障がいの特性に応じたコミュニ

ケーション手段の理解及び利用の促進に関する市の施策に協力

するよう努めるものとする。 
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２ 事業者は、その事業を行うに当たり、障害者 が障害 の特性

に応じたコミュニケーション手段を利用できるようにするため

に、合理的配慮を行うものとする。 

２ 事業者は、その事業を行うに当たり、障がい者が障がいの特性

に応じたコミュニケーション手段を利用できるようにするため

に、合理的配慮を行うものとする。 

（財政上の措置） （財政上の措置） 

第７条 市は、手話言語に対する理解の促進並びに障害 の特性に

応じたコミュニケーション手段の理解及び利用の促進を行うた

め、必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

第７条 市は、手話言語に対する理解の促進並びに障がいの特性に

応じたコミュニケーション手段の理解及び利用の促進を行うた

め、必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

第３章 障害の特性に応じたコミュニケーション手段の理

解及び利用の促進 

第３章 障がいの特性に応じたコミュニケーション手段の

理解及び利用の促進 

第９条 市は、障害者、障害  の特性に応じたコミュニケーショ

ン手段の利用を支援する者（以下「コミュニケーション支援者」

という。）及び関係機関等（以下「障害者等 」という。）と協

力して、広く市民及び事業者に対し、障害 の特性に応じたコミ

ュニケーション手段の理解及び利用の促進を図るために必要な

啓発に努めるものとする。 

第９条 市は、障がい者、障がいの特性に応じたコミュニケーショ

ン手段の利用を支援する者（以下「コミュニケーション支援者」

という。）及び関係機関等（以下「障がい者等」という。）と協

力して、広く市民及び事業者に対し、障がいの特性に応じたコミ

ュニケーション手段の理解及び利用の促進を図るために必要な

啓発に努めるものとする。 

２ 市は、障害の 特性に応じたコミュニケーション手段の理解及

び利用の促進を図るため、障害者等 と協力して、学校等におい

て、児童等が障害の 特性に応じたコミュニケーション手段に接

する機会を提供するよう努めるものとする。 

２ 市は、障がいの特性に応じたコミュニケーション手段の理解及

び利用の促進を図るため、障がい者等と協力して、学校等におい

て、児童等が障がいの特性に応じたコミュニケーション手段に接

する機会を提供するよう努めるものとする。 

３ 市は、障害の 特性に応じたコミュニケーション手段を用いて

情報を発信するとともに、障害者 が情報を取得しやすい環境を

整備するよう努めるものとする。 

３ 市は、障がいの特性に応じたコミュニケーション手段を用いて

情報を発信するとともに、障がい者が情報を取得しやすい環境を

整備するよう努めるものとする。 

４ 市は、災害時等の非常時において、障害 の特性に応じたコミ

ュニケーション手段による必要な情報の発信及び支援を、関係機

関等と連携して行うことができるよう努めるものとする。 

４ 市は、災害時等の非常時において、障がいの特性に応じたコミ

ュニケーション手段による必要な情報の発信及び支援を、関係機

関等と連携して行うことができるよう努めるものとする。 

５ 市は、関係機関等と協力し、コミュニケーション支援者の確保 ５ 市は、関係機関等と協力し、コミュニケーション支援者の確保
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及び育成に努めるものとする。 及び育成に努めるものとする。 
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香芝市附属機関設置条例等の一部を改正する条例 新旧対照表（第３条関係） 

改 正 案 現   行 

○香芝市歯と口腔の健康づくり推進条例 ○香芝市歯と口腔の健康づくり推進条例 

  

（基本的施策） （基本的施策） 

第７条 市は、歯と口腔の健康づくりを推進するため、次に掲げる

事項を基本とする施策を行うものとする。 

第７条 市は、歯と口腔の健康づくりを推進するため、次に掲げる

事項を基本とする施策を行うものとする。 

(１) 歯と口腔の健康づくりに関する知識及び歯科疾患の予防

に関する取組の普及啓発に関すること。 

(１) 歯と口腔の健康づくりに関する知識及び歯科疾患の予防

に関する取組の普及啓発に関すること。 

(２) 定期的な歯科検診の受診勧奨に関すること。 (２) 定期的な歯科検診の受診勧奨に関すること。 

(３) 乳幼児期から高齢期までのそれぞれの時期に応じた歯科

疾患の予防並びに口腔機能の獲得、維持及び向上に関するこ

と。 

(３) 乳幼児期から高齢期までのそれぞれの時期に応じた歯科

疾患の予防並びに口腔機能の獲得、維持及び向上に関するこ

と。 

(４) 障害者 、介護を必要とする者その他の歯科検診又は歯科

医療を受けることが困難な者の歯科疾患の予防に関すること。 

(４) 障がい者、介護を必要とする者その他の歯科検診又は歯科

医療を受けることが困難な者の歯科疾患の予防に関すること。 

(５) 歯と口腔の健康づくりに影響を及ぼす生活習慣の改善に

関すること。 

(５) 歯と口腔の健康づくりに影響を及ぼす生活習慣の改善に

関すること。 

(６) 災害時の歯科医療体制の整備に関すること。 (６) 災害時の歯科医療体制の整備に関すること。 

(７) 前各号に掲げるもののほか、歯と口腔の健康づくりを推進

するために必要な事項 

(７) 前各号に掲げるもののほか、歯と口腔の健康づくりを推進

するために必要な事項 
  

 


